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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
・電気機械（１２）が、機械ハウジング（１６）と、ロータ（１８）と、ステータ（２０
）とを備え、
・ステータ（２０）が、実質的に環状空間（２４）として形成された流体冷却ジャケット
（２６）を有するステータキャリヤ（２２）と、流体入口（２８）と、この流体入口から
間隔を置いた流体出口（３０）とを有し、
・ステータ（２０）が、中央の収容空間（３２）を包囲し、この収容空間内に、クラッチ
操作装置（１４）の圧力媒体シリンダ（３４）が配置され、
・圧力媒体シリンダ（３４）が、圧力媒体入口（３６）を備え、この圧力媒体入口が、ス
テータキャリヤ（２２）の軸方向の広がり内に配置され、機械ハウジング（１６）から延
在する圧力媒体通路（３８）を介して圧力源と流動接続可能であるか流動接続している、
　電気機械（１２）とクラッチ操作装置（１４）とを有する自動車用のモジュール（１０
）において、
　圧力媒体通路（３８）が、少なくとも部分的に、ステータキャリヤ（２２）の、収容空
間（３２）に隣接しかつ流体冷却ジャケット（２６）の環状空間（２４）を中断する壁部
分（４０）内に形成されていること、を特徴とするモジュール。
【請求項２】
　壁部分（４０）が、流体冷却ジャケット（２６）の流体入口（２８）と流体出口（３０
）の相互の間隔領域に形成されていること、を特徴とする請求項１に記載のモジュール。
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【請求項３】
　ステータキャリヤ（２２）が、流体冷却ジャケット（２６）を形成するために、互いに
同軸に配置された２つの壁要素（４２，４４）を有し、これら壁要素が、その間に、環状
空間（２４）を形成し、壁要素の一方（４２）が、収容空間（３２）を画成し、圧力媒体
通路（３８）を有する壁部分（４０）が、収容空間（３２）を画成する壁要素（４２）内
に形成されていること、を特徴とする請求項１又は２に記載のモジュール。
【請求項４】
　圧力媒体シリンダ（３４）の圧力媒体入口（３６）が、ステータキャリヤ（２２）とは
別個に形成されたシリンダハウジング（４６）に設けられていること、を特徴とする請求
項１～３のいずれか１項に記載のモジュール。
【請求項５】
　圧力媒体シリンダ（３４）のシリンダハウジング（４６）が、収容空間（３２）を画成
する壁要素（４２）の半径方向壁部分（６６）に支持され、圧力媒体通路（３８）が、少
なくとも部分的にこの壁要素（４２）内に延在し、半径方向壁部分（６６）の領域で、圧
力媒体シリンダ（３４）の圧力媒体入口（３６）に通じていること、を特徴とする請求項
１～４のいずれか１項に記載のモジュール。
【請求項６】
　機械ハウジング（１６）が、半径方向にステータキャリヤ（２２）の方向に延在しかつ
このステータキャリヤに当接する中間壁（７４）を備え、この中間壁内に、圧力媒体通路
（３８）と、流体入口（２８）と流動接続している冷却剤供給通路（７８）と、流体出口
（３０）と流動接続している冷却剤排出通路（７６）とが形成されていること、を特徴と
する請求項１～５のいずれか１項に記載のモジュール。
【請求項７】
　圧力媒体シリンダ（３４）が、半径方向壁部分（６６）の半径方向内側のチューブ状突
起（６８）に配置されていること、を特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載のモ
ジュール。
【請求項８】
　軸方向に電気機械（１２）に隣接して、圧力媒体シリンダ（３４）によって操作可能な
クラッチ装置（５２）が配置されていること、を特徴とする請求項１～７のいずれか１項
に記載のモジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の上位概念による電気機械とクラッチ操作装置とを有する自動車用
のモジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　独国特許出願公開第１０　２０１０　０１２　７０７号明細書から、電気機械のステー
タの中央の収容空間内に、軸方向に隣接する摩擦クラッチを操作するための圧力媒体式の
操作シリンダが形成されたこの種のモジュールが公知である。操作シリンダに圧力媒体を
供給するために、別個のチューブ状の圧力ライン要素内に形成された圧力媒体通路が設け
られている。圧力ライン要素は、電気機械の機械ハウジングから出て半径方向内側へ案内
され、この場合、ステータのリング状の冷却ジャケットを実質的に半径方向に横断する。
この構造は、非常に費用がかかるものとして、また問題のあるものとして感じられる。何
故なら、圧力ライン要素が、冷却ジャケットに対して２つの位置でシールされるように貫
通案内される必要があるからである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】独国特許出願公開第１０　２０１０　０１２　７０７号明細書
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の根底にある課題は、冒頭で述べた形式のモジュールを、省取付けスペースで、
圧力媒体通路及び流体冷却ジャケットに関しても信頼性を有するように形成することであ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この課題は、請求項１を特徴付ける特徴を有するこの種のモジュールによって解決され
る。
【０００６】
　従って、ここでは、電気機械が、機械ハウジングと、ロータと、ステータとを備え、ス
テータが、実質的に環状空間として形成された流体冷却ジャケットを有するステータキャ
リヤと、流体入口と、この流体入口から間隔を置いた流体出口とを有しする、電気機械と
クラッチ操作装置とを有する自動車用のモジュールを提案する。この場合、ステータが、
中央の収容空間を包囲し、この収容空間内に、クラッチ操作装置の圧力媒体シリンダが配
置されている。この圧力媒体シリンダが、圧力媒体入口を備え、この圧力媒体入口が、ス
テータキャリヤの軸方向の広がり内に配置され、機械ハウジングから延在する圧力媒体通
路を介して圧力源と流動接続可能であるか流動接続している。
【０００７】
　本発明によれば、このようなモジュールにおいて、圧力媒体通路を、少なくとも部分的
に、収容空間に隣接するステータキャリヤの壁部分内に（これは、本体内でステータキャ
リヤ自身の材料内を意味する）形成することを提案する。圧力媒体通路もしくは圧力媒体
通路の部分区間は、例えば、鋳造技術で、又は、この壁部分に１つ又は複数の孔を穿つこ
とによって、形成することができる。圧力媒体シリンダは、流体シリンダ又は空気圧シリ
ンダとして形成することができる。
【０００８】
　従って、別個の圧力ライン要素は、必要ないので、モジュールの構造は、簡素化するこ
とができる。提案したように、ステータキャリヤの中実材料内に圧力媒体通路を形成する
ことによって、非封密は、最初から実際に完全に回避することができる。
【０００９】
　提案した解決策は、多様に実現することができる。このため、圧力媒体通路は、例えば
少なくとも部分的に冷却ジャケットの半径方向の広がり外に、好ましくは軸方向の広がり
でもって、冷却ジャケットに隣接してステータキャリヤに形成することができる。
【００１０】
　圧力媒体通路は、壁部分の具体的な形成に応じて、選択的にステータキャリヤにも、完
全に又は部分的に冷却ジャケットの半径方向の広がり内に形成することができる。
【００１１】
　即ち、圧力媒体シリンダの圧力媒体入口がステータキャリヤの軸方向の広がり内に設け
られていることにより、圧力媒体通路の半径方向の形成に依存せずに、流体冷却ジャケッ
トによる圧力媒体通路の軸方向のオーバーラップが存在する。
【００１２】
　半径方向に機械ハウジングから収容空間の方向に延在する圧力媒体通路の別の部分は、
ステータキャリヤ自身かこのステータキャリヤに隣接する要素、例えば中間壁のどちらか
に、冷却剤供給ラインと冷却剤排出ラインによって形成される面内に共面に又はこの面に
対して位置をずらして位置することができる。
【００１３】
　本発明の有利な形成及び発展形は、従属請求項からわかる。
【００１４】
　モジュールの第１の有利な形成によれば、ステータキャリヤの圧力媒体通路を有する壁



(4) JP 6548671 B2 2019.7.24

10

20

30

40

50

部分が、冷却ジャケットの環状空間に半径方向に係入すること、が考えられている。これ
により、一方で、ステータキャリヤの半径方向の広がりを相対的に小さく保つことができ
、これにより、他方で、圧力媒体シリンダを収容するための収容空間が最適化できる。圧
力媒体通路を有する前記壁部分は、冷却ジャケットの軸方向の広がりの一部にわたっての
み又は全体にわたって形成することができる。同様に、壁部分は、冷却ジャケットの半径
方向の広がりにわたって部分的にのみ又は全体に形成することができる。即ち、後者の場
合には、圧力媒体通路は、流体冷却ジャケットもしくはその半径方向領域を、例えば横断
することができる。圧力媒体通路を有するステータキャリヤの壁部分は、冷却ジャケット
内を流れる流体にとって、まず効果的な有効冷却面積を拡大し、流体流に所望の影響を与
えるための流体誘導要素として有効であり得る障壁である。圧力媒体通路を有する壁部分
は、基本的に冷却ジャケットの任意の周方向位置に形成することができる。
【００１５】
　好ましいバリエーションによれば、圧力媒体通路を有する壁部分は、流体冷却ジャケッ
トの流体入口と流体出口の相互の間隔領域に形成することができる。この位置で、壁部分
は、流体分離要素として作用し、環状空間を貫流することのない入口から出口への冷却流
体の直接的な通過を防止する。しかしながら、ここで、流れバイパスを形成するために、
前記壁部分が、冷却ジャケットの横断面を主たる部分にだけ形成し、僅かな部分の横断面
を、部分流体流を通過させるために開けておくことを考えることができる。この措置によ
り、冷却ジャケットの流体入口と流体出口の領域内のホットスポットの形成に対処するこ
とができる。
【００１６】
　好ましいかつ簡単な構造によれば、ステータキャリヤが、流体冷却ジャケットを形成す
るために、互いに同軸に配置された２つの壁要素を有し、これら壁要素が、その間に、前
で述べた環状空間を形成し、壁要素の一方が、収容空間を画成し、圧力媒体通路を有する
壁部分が、収容空間を画成する壁要素内に形成されている。シール接続を形成するために
、これら壁要素は、組立て後に例えば溶接するか、シール要素の挿入時に相互に固定する
こともできる。壁要素の一方は、圧力媒体シリンダを配置するために設けられた収容空間
を画成し、それぞれ他方の壁要素に、ステータのステータ積層コアが固定可能である。こ
の場合、環状空間内に配置された圧力媒体通路を有する壁部分は、特に、圧力媒体シリン
ダを配置するための収容空間を画成する壁要素に設けられている。
【００１７】
　更に別の利点により、シリンダハウジングとこのシリンダハウジング内で軸方向に移動
可能なピストンとを有する圧力媒体シリンダは、全体として予製造された別個の機能ユニ
ットとして形成することができ、この機能ユニットは、ユニットの組立て時にステータキ
ャリヤに固定される。この場合、圧力媒体シリンダの圧力媒体入口は、流体接続を形成す
るために、ステータキャリヤに設けられた圧力媒体出口と一致させられる。
【００１８】
　好ましくは、収容空間を画成する壁要素は、半径方向壁部分を有するように形成され、
この半径方向壁部分に、圧力媒体シリンダのシリンダハウジングが当接し、ピストンの軸
方向の押出運動時にそこに支持することができる。従って、圧力媒体通路は、ステータキ
ャリヤ内で、流入口から始まり半径方向壁部分の流出口まで継続することができ、流出口
は、組み立てられた状態で、圧力媒体シリンダの圧力媒体入口に相対している。従って、
流出口と圧力媒体入口は、圧力媒体用の移行箇所を構成し、この場合、簡単に、軸方向に
、半径方向に、又は互いに角度をなして位置決めすることができる。
【００１９】
　別の有利な形成によれば、機械ハウジングが、半径方向にステータキャリヤの方向に延
在しかつこのステーやキャリヤに当接する中間壁を備え、この中間壁内に、圧力媒体通路
と、流体入口と流動接続している冷却剤供給通路と、流体出口と流動接続している冷却剤
排出通路とが形成されているとの構成をとることができる。
【００２０】
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　形成された全ての通路は、このようにして、モジュール外に存在する圧力媒体接続部も
しくは、それぞれ好ましくは電気機械の半径方向外側に位置する接続位置から収容室の方
向にそこに設けられたこれら通路の流出口まで延在する冷却剤接続部と接続することがで
きる。この場合、ステータキャリヤにおける圧力媒体通路の流入口と、半径方向に延在す
る壁部分における圧力媒体通路の流出口は、圧力媒体用の別の移行箇所を構成する。この
流入口と流出口の対は、更にまた、軸方向、半径方向又は角度を成して位置決めすること
ができる。この形成は、同様に前記両冷却剤通路に当て嵌まる。
【００２１】
　更に、圧力媒体シリンダは、半径方向壁部分の半径方向内側の軸方向に延在するチュー
ブ状突起に、特にその外周面に配置することができ、この中部状突起と、収容空間を画成
する壁要素の間に半径方向に固定し、そこで調心することができる。チューブ状突起は、
別の形成では、その内周面によって、電気機械のロータを軸受けするための軸受箇所を構
成し、更に別の観点からすれば、モジュール内に案内される駆動軸を軸受けするための軸
受箇所を構成することができる。
【００２２】
　コンパクトなモジュールを得るために、圧力媒体シリンダによって操作可能なクラッチ
装置が、軸方向に電気機械に隣接して配置されている。このクラッチ装置は、好ましくは
摩擦クラッチとして形成することができ、電気機械のロータと結合された被動軸と、電気
機械によって案内される駆動軸の間に回転伝動結合を形成するために使用される。
【００２３】
　以下で、本発明を、図に図示した実施形態により模範的に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】電気機械と、圧力媒体通路を有するクラッチ操作装置とを有する自動車用のモジ
ュールの部分的な軸方向断面図
【図２】流体冷却ジャケットの領域の図１のモジュールの部分的な軸方向断面図
【図３】内部に形成された流体冷却ジャケットと圧力媒体通路とを有する図１のモジュー
ルのステータキャリヤの斜視図
【図４】内部に案内された圧力媒体通路と、冷却剤供給通路及び冷却剤排出通路とを有す
る図１のモジュールの中間壁の部分的な横方向断面図
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　同じ対象、機能ユニット又は比較可能な構成要素は、各図にわたって同じ符号で指示さ
れている。更に、１つの実施例又は１つの図に何度も現れるが、１つ又は複数の特徴に関
して共に説明される構成要素及び対象のためにまとめる符号が使用される。同じ又はまと
める符号で説明される構成要素又は対象は、個々の、複数の又は全ての特徴、例えばその
寸法設定に関しては、明細書で明示的又は暗示的に特に断らないかぎり、同様に、しかし
ながら場合によってはまた異なるように説明することができる。
【００２６】
　図は、電気機械１２とクラッチ操作装置１４とを有する自動車用のモジュール１０を示
す。この場合、電気機械１２は、機械ハウジング１６、ロータ１８及びステータ２０を備
える。ステータ２０は、ステータキャリヤ２２によって支持され、このステータキャリヤ
内に、実質的に環状空間２４として形成された流体冷却ジャケット２６、流体入口２８、
及び、この流体入口から間隔を置いた流体出口３０が存在する。ステータ２０が、そのス
テータキャリヤ２２によって、中央の収容空間３２を包囲し、この収容空間内に、クラッ
チ操作装置１４の圧力媒体シリンダ３４が配置されている。この圧力媒体シリンダ３４は
、圧力媒体入口３６を備え、この圧力媒体入口は、ステータキャリヤ２２の軸方向の広が
り内に配置され、機械ハウジング１６から延在するここでは多部材で形成された圧力媒体
通路３８を介して圧力源、例えばここには図示してないマスターシリンダと流動接続可能
であるか、流動接続している。図１に見られるように、圧力媒体通路３８は、少なくとも
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部分的に、収容空間３２に隣接ずるステータキャリヤ２２の壁部分４０内に形成されてい
る。
【００２７】
　流体冷却ジャケット２６を形成するため、ステータキャリヤ２２は、互いに同軸に配置
された２つの壁要素４２，４４を有し、これら壁要素は、その間に、流体冷却ジャケット
２６の環状空間２４を形成する。この場合、半径方向内側の壁要素４２は、中央の収容空
間３２を画成する。更に、圧力媒体通路３８を有する壁部分４０が、収容空間３２を画成
する壁要素４２内に形成されていること、及び、この壁部分４０が、半径方向に冷却ジャ
ケット２６の環状空間２４に係入することが認められる。特に、圧力媒体通路３８を有す
る壁部分４０は、流体冷却ジャケット２６の流体入口２８と流体出口３０の相互の、ここ
では周方向の間隔領域に形成されている。
【００２８】
　ここで、圧力媒体シリンダ３４は、予製造された機能ユニットとして、特に同軸の従動
シリンダとして形成され、圧力媒体入口３６と、ここでは概略的にだけ図示した公知の解
放用軸受５０を有する移動可能なピストン４８とを有する、ステータキャリヤ２２に対し
て別個のハウジング４６を備える。解放用軸受５０は、ピストン４８と、軸方向に電気機
械１２に隣接して配置され、圧力媒体シリンダ３４によって操作可能なクラッチ装置５２
との間の回転連結のために使用される。このため特に、解放用軸受５０の軸受リングの一
方がピストン４８に当接し、他方の軸受リングが、ここでは摩擦クラッチとして存在する
クラッチ装置５２の、メンブレンバネ５４として形成された解放機構５５に当接する。ク
ラッチ装置５２は、電気機械１２のロータ１８と結合された被動軸５６と、電気機械１２
によって案内される駆動軸５８との間の回転伝動結合を形成するために使用され、この駆
動軸は、そのために摩擦ディスク６０を支持する。この摩擦ディスク６０は、メンブレン
バネ５４と協働しかつ軸方向に移動可能な加圧プレート６２と、次動軸５６と結合された
押圧プレート６４との間に摩擦係合式に装着されている。
【００２９】
　圧力媒体シリンダ３４のシリンダハウジング４６は、収容空間３２を画成する壁要素４
２の半径方向壁部分６６に軸方向に支持され、同時に、半径方向壁部分６６の半径方向内
側のチューブ状突起６８の外周面に収容もしくは配置されている。チューブ状突起６８は
、同時に、その内周面でもって、そこに配置された転がり軸受７０によって電気機械１２
のロータ１８を軸受けするための軸受箇所を構成し、更に別の観点からすれば、軸方向に
間隔を置いた２つの転がり軸受ユニット７２によって、モジュール１０内に案内された駆
動軸５８を軸受けするための軸受箇所を構成する。
【００３０】
　圧力媒体通路３８は、壁要素４２内でほぼｚ字状に形成され、このため、壁部分４０内
で流入口３８ａから始まりほぼ軸方向に延在する第１の部分区間３８ｂと、半径方向に半
径方向壁部分６６に入り込む第２の部分区間３８ｃと、ほぼ軸方向に延在する第３の部分
区間３８ｄとを備える。最後の部分区間は、軸方向に圧力媒体シリンダ３４の圧力媒体入
口３６に隣接して配置された流出口３８ｅに通じる。前記３つの部分区間３８ｂ，ｃ，ｄ
は、それぞれ盲孔として形成されている。半径方向に延在する部分区間３８ｃは、別の部
分区間３８ｂ，ｄを結合するために使用される。流体冷却ジャケット２６の領域に位置す
る部分区間３８ｃの入口領域もしくは孔は、環状空間２４の側に流体密に、例えば溶接に
よって閉鎖されるので、冷却剤と圧力媒体のそれぞれ他方の流体系への相互の入り込みは
、確実に阻止される。従って、流出口３８ｅと圧力媒体入口３６は、圧力媒体用の第１の
移行箇所を構成する。
【００３１】
　図１，４に、機械ハウジング１６が、半径方向にステータキャリヤ２２の方向に延在し
かつこのステータキャリヤに当接する中間壁７４を備え、この中間壁内に、圧力媒体通路
３８の部分区間３８ｆと、流体入口２８と流動接続している冷却剤供給通路７８と、流体
出口３０と流動接続している冷却剤排出通路７６とが形成されていることが認められる。
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この場合も、圧力媒体通路３８は、区間３８ｆが、間に、ここでは特に周方向に冷却剤供
給通路７８と冷却剤排出通路７６の間に配置され、これらが、共通の横断面平面内に配置
されている。
【００３２】
　ステータキャリヤ２２内に案内された圧力媒体通路３８と流体冷却ジャケット２６は、
中間壁及び通路３８ｆ，７６，７８によって、例えばモジュール１０外に案内された圧力
媒体ライン及び冷却剤ラインと接続することができる。通路３８ｆ，７６，７８は、機械
ハウジング１６の外側のそれぞれの接続位置からもしくは相応の流入口３８ｇ，７６ａ，
７８ａから、収容空間の方向に、これら通路のそこに設けられた流出口３８ｈ，７６ｂ，
７８ｂまで延在する。ステータキャリヤ２２における圧力媒体通路３８の流入口３８ａと
、圧力媒体通路３８の流出口３８ｈとは、中間壁７４において、圧力媒体用の別の第２の
移行箇所を構成する。この流入口３８ａと流出口３８ｈの対は、ここでは更にまた軸方向
に相対して位置決めされている。この形成は、同様に両冷却剤通路に当て嵌まる。移行箇
所には、それぞれ通常のように相応のシール手段が使用されている。
【符号の説明】
【００３３】
　　１０　　　　　　　モジュール
　　１２　　　　　　　電気機械
　　１４　　　　　　　クラッチ操作装置
　　１６　　　　　　　機械ハウジング
　　１８　　　　　　　ロータ
　　２０　　　　　　　ステータ
　　２２　　　　　　　ステータキャリヤ
　　２４　　　　　　　環状空間
　　２６　　　　　　　流体冷却ジャケット
　　２８　　　　　　　流体入口
　　３０　　　　　　　流体出口
　　３２　　　　　　　収容空間
　　３４　　　　　　　圧力媒体シリンダ
　　３６　　　　　　　圧力媒体入口
　　３８　　　　　　　圧力媒体通路
　　３８ａ　　　　　　流入口
　　３８ｂ，ｃ，ｄ　　圧力媒体通路－部分区間
　　３８ｅ　　　　　　流出口
　　３８ｆ　　　　　　圧力媒体通路－部分区間
　　３８ｇ　　　　　　流入口
　　３８ｈ　　　　　　流出口
　　４０　　　　　　　壁部分
　　４２，４４　　　　壁要素
　　４６　　　　　　　ハウジング
　　４８　　　　　　　ピストン
　　５０　　　　　　　解放用軸受
　　５２　　　　　　　クラッチ装置
　　５４　　　　　　　メンブレンバネ
　　５５　　　　　　　解放機構
　　５６　　　　　　　被動軸
　　５８　　　　　　　駆動軸
　　６０　　　　　　　摩擦ディスク
　　６２　　　　　　　加圧プレート
　　６４　　　　　　　押圧プレート
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　　６６　　　　　　　半径方向壁部分
　　６８　　　　　　　チューブ状突起
　　７０，７２　　　　転がり軸受
　　７４　　　　　　　中間壁
　　７６　　　　　　　冷却剤排出通路
　　７６ａ　　　　　　流入口
　　７６ｂ　　　　　　流出口
　　７８　　　　　　　冷却剤供給通路
　　７８ａ　　　　　　流入口
　　７８ｂ　　　　　　流出口

【図１】 【図２】
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